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 第 5 章では、介護保険制度におけるサービス供給体制とそれに伴う公的規制について検
討を行う。ここでは公的規制の在り方を問うために 2007年に生じた「コムスン問題」を分
析し、公的規制と行政の監督体制の課題について考察を行う。 
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第 1節 戦後から 1973年までの「介護」政策と施設基準等の検討 





































い者を対象とし、（エ）「社会福祉事業法」に基づき設置費の 2 分の 1 を国庫補助するもの
であった。 





























































































福法 15 条 3 項）とされ、「いかなる者においても設置することができること、及び設置す
る場合」、事業開始の日から一月以内に、事業経営地の都道府県知事に経営者の名称及び主
たる事業所の所在地、事業の種類及び内容、条例、定款その他の基本約款を届け出なけれ
















老人福祉法第 17条第 1項の規定に基づく 
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ない（18 条 2 項）。居室、静養室、食堂
（略）※3 









































































































ハ おおむね 65歳以上であること。なお、夫婦の場合には、その一方が 65歳以上である
こと。 




















































































 1960年 12月から始まった、岩手県沢内村の 65歳以上の高齢者の「医療費自己負担分公























































































































































































































































 「長寿社会対策大綱」と時を同じくし、厚生省は 1985年 9月に高齢者対策企画本部を設


























































条の 2 第 1 項）とされ、老人保健施設療養費は「厚生省令で定めるところにより、市町村







する」（老保法 46条の 2第 3項）と規定され、「施設入所希望者の側からの申込みと老人保
健施設側からの承諾の意思表示との合致によって成立する契約４２」による。 
 老人保健施設の開設主体は、「厚生省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受
けなければならない」（老保法 46条の 6第 2項）とされており、「許可を与えることができ
ない」（老保法 46条の 6第 3項）場合は、以下とされていた。 
(1) 当該老人保健施設を開設しようとする者が、地方公共団体、医療法人、社会福祉法人その他厚生大臣
が定める者でないとき。 
(2) 当該老人保健施設が第 46 条の 8 第 3 項に規定する施設又は同条第 2 項に規定する人員を有しないと
き。 

































































































































































































































問看護事業者」となることで事業を実施する（老保法 46 条の 5 の 2、46条の 17 の 2 第 1
項）ことになるが、都道府県知事は、「次の各号のいずれかに該当するときは、第 46条の 5
の 2第 1項の指定をしてはならない」（老保法 46条 7の 2第 2項）。 
(1) 申請者が、地方公共団体、医療法人、社会福祉法人その他厚生大臣が定める者でないとき。 
(2) 当該申請にかかる事業所の看護婦その他の従業者の知識及び技能並びに人員が、第 46条の 17の 5第
1項の厚生省令で定める基準及び同項の厚生省令で定める員数を満たしていないとき。 


































務する保健婦、看護婦、看護士、准看護婦及び准看護士の 1 日の勤務延時間数を 8 で除し
て得た数が 2.5 以上になる員数」（指定老人訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準 






 1989年 4月には「高齢社会に備えるため」との名目で、消費税 3%が導入された。「消費
税導入に対する激しい世論の懐柔策４４」として、1989 年 12 月に「高齢者保健福祉十か年
戦略」（ゴールドプラン）が大蔵・厚生・自治大臣合意の下で策定された。ゴールドプラン








 さらに 1994 年 3 月には高齢社会福祉ビジョン懇談会の「21 世紀福祉ビジョン‐少子・
高齢社会に向けて」が提出され、介護や子育てなど「福祉重視型」の社会保障への「再構































































































































特別養護老人ホーム 介護 措置 
月額 0～24万円 
（平均 4万円） 
老人保健施設 療養・介護 直接契約 
月額約 6万円 
 










































の基礎構造改革について」（1997 年 11 月 28 日）４９、それを引き継いだ中央社会福祉審議
会の社会福祉基礎構造改革分科会「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」（1998
年 6 月 7 日）、同「追加意見」（1998 年 12 月）である。以下、これらの内容を確認してお
く。 
表 7「社会福祉事業等の在り方に関する検討会」メンバー（五十音順） 
上野谷加代子  （桃山学院大学教授） 
大塩 和男   （前枚方市長） 
 加藤 律代   （南風の会代表） 
 吉川 武彦   （国立精神・神経センター精神保健研究所長） 
 小島セツ子   （社会福祉法人東京都社会福祉協議会特別研究員） 
 清家  篤   （慶應義塾大学教授） 
 土井 康晴   （社会福祉法人生活福祉研究機構専務理事） 
 橋本 正明   （社会福祉法人至誠学舎至誠ホーム長） 
 福武總一郎   （株式会社ベネッセコーポレーション代表取締役社長） 
座長 八代 尚宏   （上智大学教授） 
   吉村 靫生   （社会福祉法人大阪自彊館理事長） 
















 「社会福祉事業等検討会」の報告書を受け、1997 年 11 月から中央社会福祉審議会の社
41 
 




分科会長代理 阿部 志郎   （横須賀基督教社会館館長） 
       天野  建   （山梨県知事） 
       有馬真喜子   （横浜市女性協会理事長） 
       石井 岱三   （総合ケアセンター太行路施設長） 
       板山 賢治   （日本障害者リハビリテーション協会副会長） 
       江草 安彦   （社会福祉法人旭川荘理事長） 
       上村  一   （日本保育協会理事長） 
       喜多 洋三   （守口市長） 
分科会長   木村尚三郎   （東京大学名誉教授） 
       永松 恵一   （経済団体連合会産業本部本部長） 
       乳井 昌史   （読売新聞社論説委員） 
       野中一二三   （園部町長） 
       橋本 泰子   （大正大学人間学部教授） 
       福武總一郎   （ベネッセコーポレーション社長） 
       堀田  力   （財団法人さわやか福祉財団理事長） 
       桝本  純   （連合生活福祉局長） 
       三浦 文夫   （武蔵野女子大学特任教授） 
       村田 幸子   （日本放送協会解説委員） 
       八代 尚宏   （上智大学教授） 
       山口  昇   （公立みつぎ総合病院管理者） 
       吉村 靫生   （社会福祉法人大阪自彊館理事長） 










 ① 対等な関係の確立 
   個人が尊厳を持ってその人らしい生活を送れるよう支援するという社会福祉の理念に対応し、サー
ビスの利用者と提供者との間に対等な関係を確立する。 
 ② 地域での総合的な支援 




 ③ 多様な主体の参入促進 
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   利用者の幅広い需要に応えるためには様々なサービスが必要であることから、それぞれの主体の性
格、役割に配慮しつつ、多様なサービス提供主体の参入を促進する。 
 ④ 質の効率性の向上 




 ⑤ 透明性の確保 
   利用者による適切なサービスの選択を可能とするとともに、社会福祉に対する信頼を高めるため、
サービスの内容や評価等に関する情報を開示し、事業運営の透明性を確保する。 
 ⑥ 公平かつ公正な負担 
   高齢化の進展等により増大する社会福祉のための費用を公平かつ公正に負担する。 
 ⑦ 福祉の文化の創造 

















する」（介保法 1条）と規定され、わが国で 5つ目の社会保険制度としてスタートした。 
 サービス提供体制についてはそれまでの行政責任としての「措置制度」から「契約制度」























































条 1 項の都道府県の条例で定める基準および員数を満たしておらず、かつ、介護保険法 74
条 2 項に規定する指定居宅サービスの設備及び運営に関する基準にしたがって適正な居宅
サービス事業の運営をすることができないと認められるとき等は（介保法 71条 2項一号～
十二号）指定をしてはならないとされている（介保法 70条 2項）。 
 2005年の介護保険法改正により、指定は 6年ごとに更新を受けなければならないことと
なり（介保法 70 条の二）、都道府県知事は更新時に、基準等にしたがって適正な運営をす




























申請があった者について行う（介保法 86 条 1 項）。申請者が都道府県条例で定める介護支
援専門員や従業員の員数を有していない（介保法 88条 1項）、かつ、介護保険法 88条 2項
の指定介護老人福祉施設の設備および運営に関する基準に従って適正な運営をすることが
できないと認められるとき等は（介保法 86条 2項一号～七号）指定をしてはならないとさ
れている（介保法 86条 2項）。 
 
（３）監督 
 介護保険法施行前の老人福祉法上（平成 6 年法 49・法 56）の行政庁の監督については、
居宅サービスについては、都道府県知事は老人の福祉のために必要があると認めるときは、
老人居宅生活支援事業等を行う者に対し、報告徴収、質問・立ち入り検査を行うことがで























きはその旨を公表することができる（介保法 46 条 2 項）。加えて勧告を受けた当該指定居
宅サービス事業者が正当な理由なくその勧告に係る措置をとらなかった場合、期限を定め
て、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる（介保法 46 条 3 項）。この











業務管理体制の整備・届出義務（介保法 115条の 32）、立入検査権（介保法 115条の 33）、
業務管理体制に問題がある場合の是正勧告・命令権（介保法 115条の 34）、および業務廃止
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考・決定、②公募を行う旨を公報など適切な方法で周知、③応募受付期間を十分に確保、④選考
の結果決定しなかったときは一定期間内に再公募。介護保険法施行規則 131条の 15（介保法 78
条の 14第 2項の厚生労働省令で定める基準）。社会保険研究所『介護保険制度の改正点 平成
24年 4月版』（2012年）29頁参照。 
５９ 豊島明子「福祉サービスの供給体制」日本社会保障法学会編『これからの障害者自立支援・












６３ 横山・前掲書（注 62）96頁。 
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とする、2002 年 4 月に管理者と計画作成担当者に事前研修を義務付け、さらに同年 10 月
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表 2 認知症対応型共同生活介護事業の指定基準強化の経緯（1999年～2007年） 
年月  
1999年 9月 指定基準の改正によって、個室義務づけの上限が 5ユニットとなる。 
管理者を認知症介護 3年以上の経験者とする。 
2001年 4月 単独型認知症対応型共同生活介護事業所の建設を住宅地に限定する。 
ユニット数の上限を 3とする。 
2002年 4月 
   10月 
管理者と計画作成担当者に事前研修※を義務づける。 
外部評価を義務づける（毎年 1回）。 
2003年 4月 共同生活住居（ユニット数）の数を 1または 2とする。 
宿直または夜勤は、1人の職員が他のユニットと兼務する場合、2ユニットまでとする。
また、併設施設との兼務は認めない。 
2004年 4月 認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者のうち 1 人以上は、介護支援専門員
の資格がある者とする。また、介護支援専門員は、介護支援専門員でない計画作成担当
者の業務を監督する。 










































に関する基準」（平成 11 年 3 月 11 日厚生省令第 37 号）（以下「旧基準省令」）および「指





























ち「1 人以上は常勤でなければならない」（旧基準省令 157 条 3 項）とされているものの、
























2」（旧基準省令 159 条）である。共同生活住居の入居定員は「5 人以上 9 人以下」とされ
ており、居室、居間、食堂、台所、浴室その他利用者が日常生活を営む上で必要な設備を
設ける（旧基準省令 159条 2項）。一つの居室に 1人が原則であるが、利用者の処遇上必要
と認められる場合は、2 人以上でも可能である（旧基準省令 159 条 3 項）。居室の面積は、
7.43㎡以上にしなければならない（旧基準省令 159条 4項）。 
 その他、「家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、その立地につ
いて、住宅地のあること又は住宅地と同等程度に家族や地域住民との交流の機会が確保さ
れている地域の中にあること」といった立地要件が定められている（旧基準省令 166 条 3
項、旧解釈通知第 12 4 (7)社会生活上の便宜の提供など③）。 
 
（２）2005年介護保険法改正に基づく制度の変更 
 2005 年に介護保険法が改正され 2006 年 4 月より施行された（以下、2005 年改正法）。
認知症対応型共同生活介護は居宅介護サービスから新設された「地域密着型サービス」の
一つとして位置付けられ（介保法 8条 14項、18項）、指定権限、指導・監督権限が都道府
県から市町村に移譲している（介保法 72条の 2）。 
 地域密着型サービス８とは、「住み慣れた地域で生活を支える」ため、市町村で提供され
ることが適当なサービス類型として創設された。地域密着型サービスの特徴として、①市







ができる（介保法 117 条、第 78 条 6 項 4 号）、④市町村は、地域の実情に応じ弾力的な指
定基準・介護報酬を設定（国の定める報酬を上限とする）することができる（介保法 78条
の 4第 1 項・2項、42 条の 2第 4 項）、⑤公平・公正の観点から、③および④については、
地域住民や保健医療福祉関係者、経営者が関与する仕組みとすること、があげられる。 
 認知症対応型共同生活介護事業の基準は、2005 年改正法の施行に伴い「指定地域密着型
サービスの人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18年 3月 14日厚生労働省令第 34号）
（以下、基準省令」）および「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービ
















































働基準法 34 条 1 項は「使用者は、労働時間が 6 時間を超える場合においては少なくとも



























 2006 年の長崎県の認知症対応型共同生活事業所の火災事故をうけ、2007 年 7 月に消防
法施行令等が改正されている（「認知症高齢者グループホーム等の社会福祉施設における防












































表 3 認知症対応型共同生活介護の概略 




とをいう。（法第 18条第 19項） 
事業主体 営利・非営利を問わない（「多様な事業者」）（法第 2条第 3項） 




 介護従業者 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯は利用者 3人に対して 1人以上 
夜間及び深夜の時間帯（「夜勤職員」）は 1人以上※3 
（基準省令第 90条第 1項） 
1人以上は常勤でなければならない（基準省令第 90条第 4項） 
 計画作成担当者 原則として専従の者を置かなければならない。1人以上は介護支援専門員でな
ければならない（基準省令第 90条第 6項・第 8項） 





 共同生活住居 1又は 2とする（基準省令第 93条）※4 
入居定員を 5人以上 9人以下（基準省令第 93条第 2項） 
居室（定員原則 1人、床面積 7.43㎡以上）、居間、食堂、台所、浴室、消火設
備その他の非常災害に際して必要な設備その他利用者が日常生活を営む上で
必要な設備を設けるものとする（基準省令第 93条第 2項、第 3項） 
利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあるようにしな







事することが（2ユニットまで）認められていたが、2012年 4月より 1ユニット 1以上の夜勤職員が必要
となった。 
※4：2001 年 4 月より単独型グループホームの建設を住宅地に限定し、共同生活住居（ユニット）数の上
限を 3とした。2003年 4月からは 1又は 2と規制の強化が図られている。 
出所：全国痴呆性高齢者グループホーム協会編『認知症高齢者グループホーム法令通知集』（中央法規、2005
年）、介護保険事業運営の手引き編集委員会編『介護保険事業運営の手引き―小規模多機能・グループホー

















 事件当日、Bは 2ユニット入居者 12人のケアを一人で行っていた。被害者が寒さを訴え





 B は当時 28 歳であり、2003 年から当該共同生活介護事業所で働き始め、週 3 回、17：
30 から翌朝 8：30 までの夜間及び深夜の時間において 15 時間勤務を行う夜勤専門の非正
規介護従事者であった。1回の夜勤は 1万円の契約で、他の介護従業者が退社した後の 20：
00 から翌朝 6：30 まではたった一人で入居者 12 人のケアを行っていた。B は無資格者で
ケアの経験もなく、事件当時は 2 級ホームヘルパー講習（2004 年 10 月から自ら受講）の
受講中であった。 





 一方、事件が起きた当該共同生活事業所は、2003 年 7 月に開設している。経営母体は
NPO 法人であるが、その背後には県内大手の不動産関係会社があり、当該 NPO 法人理事
長は不動産関係会社の親族であった。設備・運営の状況は、2 ユニットで定員 18 人、当時



































 事件が起きた当該事業所は、2ユニットで入居者は 16 人、介護従業者は 12 人（常勤 10












 当該「傷害致死」事件は、2009 年 7 月に発生し、その後、被害者の司法解剖が行われ、
8 月 21 日に傷害致死の容疑で逮捕、起訴されている。第一審（福島地方裁判所）は裁判員
裁判で 2010 年 7 月 13 日から 26 日まで（土日を除く）の 6 日間で行われ、判決は傷害致
死罪で 7 年 6 月という傷害致死事件では非常に重い刑である。その後、控訴、上告してい
るが、2011年 1月 25日、仙台高裁は「原判決に事実誤認はない」として控訴を棄却、2011
年 5月 25日、最高裁第二法廷は、上告棄却を決定した。結果、7年 6月とした第一審・第
二審判決が確定している。 
 
第 3節 認知症対応型共同生活介護事業所「火災」事故 
（１）長崎県 大村市の火災事故 
①事故の概要 
 2006年 1月 8日の午前 2時、長崎県大村市の認知症対応型共同生活介護事業所において


















 当該事業所は 1ユニットで入所者は 9人（定員 9人）、介護従業者を含めた職員は 9名（常
勤 5 名、非常勤 4 名）で、夜勤及び深夜の時間帯の勤務体制は夜勤体制をとっており、夜
勤者は 1名であった。 
【入所者 9人の内訳（男性 1、女性 8 年齢 69～92歳）】 
 要介護 1：2人（死亡） 
 要介護 2：2人（死亡） 
 要介護 3：3人（死亡） 















 火災事故直後の 2006年 2月に長崎県は「長崎県認知症高齢者グループホーム防火対策検
討委員会」による報告書を発表した２１。そのなかで、当該事業所の問題点を指摘している２２。 
 (1) 火災発見の遅延による初期消火不能に伴う延焼 
 火災の発見が遅れ、初期消火が不可能な状態であった。 
 (2) 重度の入所者の避難誘導の困難性 











 平成 15年 9月 1日開設以来、実施していなかった。 
 そして、課題としては２３、 
 (1) 夜間・深夜の時間帯における職員の配置人員及び勤務形態のあり方 
 (2) 不燃化・防炎化の対象物のあり方 













 2) 開所後 2 年もの間、消火訓練をせずにいたこと、さらに消防署が年 2 回の立ち入り検査および指導
をしていなかったという事実です。 
































































(1) 1ユニットにおいては、夜勤職員 1名を配置すること。 


















(1) 自動火災報知設備について床面積 300 ㎡未満の場合及び消防機関へ通報する火災報知設備に
ついて床面積 500㎡未満の場合においても整備することを義務付けること。 































  6. 夜間・深夜における職員の配置人員 
     ❶ 1ユニットの場合夜間・深夜においては、夜勤職員 1名を配置すること。 
     ② さらに、夜勤職員 1名に加えて宿直職員 1名の配置に努めること。 




  8. 地域との連携協力体制の確保について 
     ① 日頃から、地域住民やボランティア団体等との交流に努めていくことにより、緊急の場合
における連携協力体制の確保に努めること。 
     ② 地域住民や消防団等の協力を得た消防訓練の実施などを通じて、地域住民等の関係者に対
して、施設の居室や設備のほか入所者の状況などについて把握してもらうなど、信頼関係の
醸成に努めること。 
     ③ 市・町においては、災害など緊急時における要援護者に対する情報伝達や支援体制の整備
に取り組んでいるが、認知症高齢者グループホームについても、その対象施設として、災害
時を想定した具体的な支援計画を策定していくなど地域で支え合う環境づくりに努めること。 
    ④ 近隣に所在する施設や病院等相互間のネットワーク化を通じた連携協力体制の確保に努める
こと。 
 10. 立地場所 
    ① 新たなグループホームの整備にあたっては、集落等の住宅地の中で建設に努めること。 
    ② 新たなグループホームの整備にあたっては、施設から一定距離内での消火用水源（消火栓・
防火水槽）の確保が図られる場所での建設に努めること。 
 11. 事業所の自主的な防火安全対策の取り組みの適正な評価及び公表について 








 長崎県では 2002 年から 2003 年にかけて認知症対応型共同生活介護事業所が急増し、
2006年当時、長崎県の認知症対応型共同生活事業所は 332か所（2006年 10月末）で、全
国で 5位、65歳以上の高齢者人口と比較した整備率は全国 1位となっていた２７。大村市に











夜勤職員 1名を配置すること、②夜間職員 1名に加えて宿直職員 1名の配置に努めること、
③2ユニット以上の場合、夜間・深夜においては、1ユニットごとに夜間職員 1名を配置す
ること、といった国の基準を上回る人員配置を指針で示したが、入居者 5～9人の 165事業









 2010 年 3 月 13 日、午前 2 時 25 分ごろ（119 番通報）、札幌市の有限会社経営の認知症























 建物の概要：木造 2階建て、1階床面積 166.38㎡、2階床面積 82.05㎡、延べ面積 248.43㎡ 
       焼損床面積約 227㎡ 
 入居者の状況：入居定員 9名（火災時の在館人員は入居者 8名、介護従業者 1名） 
    （内訳）要介護 1：2名、要介護 3：3名、要介護 4：1名、要介護 5：3名 
 施設職員の状況 
     日中：常勤 7名、非常勤 3名 
     夜間：1名 
 消防用設備等の状況 
     消火器、誘導灯 設置済 




















 加えて、同日から「認知症高齢者グループホーム緊急実態調査」を行い、2010年 3月 19









 要介護 3以上の入居者が施設定員の半分以上の施設は 156施設（67.5％）、同半数未満の施設は 75施
設（32.5%）。 
(2) 夜間の勤務体制の状況 
 ア 1ユニットの施設（61施設）：1人夜勤の施設は 60施設（98.4％）、2人夜勤の施設は 1施設（1.6％）。 
 イ 2ユニットの施設（144施設）：1人夜勤の施設は1施設（0.7％）、2人夜勤の施設は140施設（97.2％）、
3人夜勤の施設は 3施設（2.1％）。 
 ウ 3ユニット施設（26施設）：1人夜勤の施設は 0、2人夜勤の施設も 0、3人夜勤の施設は 26施設
（100％）。 
(3) スプリンクラー設備の整備状況 
 ア 延べ面積 275㎡未満の施設（39施設）は、すべて設置されていない。 



















 夜勤人数 施設数 割合 
1ユニット 
1人 3,809 96.8% 
2人 127 3.2% 
合計 3,936 100.0% 
2ユニット 
1人 866 16.5% 
2人 4,367 83.5% 
合計 5,233 100.0% 
2. スプリンクラーの設置状況 設置の有無【消防庁調べ】 
 設置合計 設置義務有（275㎡以上） 設置義務無（275㎡以下） 




棟数 4,129 6,322 3,987 4,351 20 4,331 142 1,971 
割合 39.5% 60.5% 47.8% 52.2% 0.5% 99.5% 6.7% 93.3% 
3. 非常災害対策の状況 避難訓練の状況「地域住民の参加」 
 施設数 割合 
有 2,632 26.5% 
無 7,318 73.5% 
合計 9,950 100.0% 
 出所：厚生労働省老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室「認知症高齢者グループホームにお

























 本稿であげた 2 つの事件と 2 つの火災事故の共通点は、夜間で介護従業者が一人勤務の
夜間に生じている点である。認知症対応型共同生活介護の夜間および深夜の時間帯につい
ては、介護保険制度導入当時は 2ユニット入居者 18人までを介護従業者 1人による「宿直


























 2000～2003年 2003～2006年 2006～2009年 2009～2012年 2012年～ 
要介護 1 809 796 831 831 802 789 
要介護 2 825 812 848 848 840 827 
要介護 3 841 829 865 865 865 852 
要介護 4 857 844 882 882 882 869 
要介護 5 874 861 900 900 900 886 
 
初期加算 30 30 30 30 30 
夜間ケア加算※1  71  25 50 25 
医療連携体制
加算※2 
  39 39 39 
退居時相談援
助加算 






















































































































































































①一審判決（2010年 7月 22日、福島地方裁判所） 
【判決】 
 懲役 7年 6月、「傷害致死」（刑法 205条） 
 
【犯罪の事実】 




























 「被害者が入所していたグループホームでは、当日午後 7時 20分ころ以降、2階には被
告人と入所者のみが所在しており、外部から何者かが侵入することは不可能であった。そ







































2010年 4月 18日撮影 
 
 
                                                   
１ 堤修三『介護保険の意味論 制度の本質から介護保険のこれからを考える』（中央法規、2010
年）69頁。 
２ 井上英夫「グループホームたかまつ事件をどうみるか」国際高齢者年・石川 NGO シンポジ
ウム特別報告、特定非営利活動法人高齢者の人権を守る市民の会『あなたが選ぶパートⅢあなた
が選ぶグループホーム』（2005年）103頁参照。 
３ 山井和則『改訂新版 グループホームの基礎知識』（リヨン社、2003年）40‐43頁。 
４ 山井・前掲書（注 3）28-29頁参照。 




                                                                                                                                                     
「夜間ケア加算」が付くことになった（「厚生労働大臣が定める基準」平成 12年 2月 10日厚生













１０ 時事通信社「厚生福祉」（2007（平成 19）年 3月 6日付）8頁。 
１１ 平成 15年 3月 31日 老計発第 0331002号・老振発第 0331001号・老老発第 0331001号 
各都道府県介護保険主管部（局）長宛 厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連盟通知。 






１３ 時事通信社「厚生福祉」・前掲書（注 10）4頁参照。 
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る安全安心対策（報告書）」（平成 22年 10月）、8-10頁参照。 







（単位：％）                                                                 2011年 10月 1日現在 









協同組合 営利法人 NPO その他 
居宅サービス事業所 
 （訪問系） 
  訪問介護 
  訪問入浴介護 
  訪問看護ステーション 
 （通所系） 
  通所介護 
  通所リハビリテーション 
   介護老人保健施設 
   医療施設 
 （その他） 
  短期入所生活介護 
  短期入所療養介護 
   介護老人保健施設 
   医療施設 
  特定施設入居者生活介護 
  福祉用具貸与 


































































































































































































































































介護予防支援事業所（地域包括支援センター） 100.0 29.4 … 49.5 11.9 4.0 1.1 3.3 0.7 0.1 
居宅介護支援事業所 100.0 1.3 … 29.4 18.6 2.9 2.8 40.6 3.5 0.8 
注：訪問看護ステーション、通所リハビリテーション、短期入所療養介護、地域密着型介護老人福祉施設については、開設主体であり、それ以外は経営主体である。 
出所：厚生労働省「平成 23年「介護サービス施設・事業所調査」の結果」（2012年 12月 3日）3頁より筆者作成。 
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第 4章 法外施設で生じた火災事件の検討 
 
 










 2011年 9月 22日に初公判が開かれ、2013年 1月 18日前橋地方裁判所は元理事長に禁


















 第 1節 法外施設火災事件（「静養ホームたまゆら」火災）の概要 
（１）「静養ホームたまゆら」の概要 
 当該火災事件は 2009 年 3 月 19 日 22 時 45 分ごろ発生した。火災時にはパート職員 1
名と入居者 16人が在館しており、入居者 10人（男性 6人、女性 4人）が死亡、1人の負
傷者がでた。 
 火災事件概要 
 建物の概要：木造（本館、別館 1、別館 2）、平家建（本館、別館 1、別館 2） 
       延べ面積：本館 118.41㎡、別館 1 188.81㎡、別館 2 80.68㎡ 
 建物被害：本館・別館 1は全焼、別館 2は半焼、その他隣接建物 3棟が部分焼 
 人的被害：出火当時、16名の入所者、1 名の職員が建物内にいた。 
      死者 10人（男 6人、女 4人） 
      負傷者 1人（中等症 男 1人 熱傷） 
 消防用設備等の状況 
     消火器 
 











新聞や地元の上毛新聞で紹介されている。2008 年 6 月には前橋市に「静養ホームたまゆ
ら」と同じ形態の「静養ホームはなみずきたまゆら」を開設している。「静養ホームはなみ




















4 万人とされ、墨田区だけでも 900 人を超えている３。しかし、特養増設は進まず逆に特
養の整備費は 1999年から 10年間で 235億円から 81億円と 3分の 1に減額されていた４。 
 生活保護受給者については、全国的に増加傾向にあり、東京都内でも同様である。当該
火災事故当時の 2009 年 1 月 1 日現在で都内の生活保護受給者は 211,455 人、東京都 23
区内では 156,788人であった。生活保護受給者で有料老人ホームを利用している要介護者
は都内全体では 949人、うち東京都 23区の者は 847人であった５。 
 生活保護受給者で施設に入所している者は 1,080 人で、うち「法内施設」へは 299 人、
「法外施設」へは 781 人と、約 72％が「法外施設」に入所している。都外の施設入所者
は 765人、うち「法内施設」は 288人、「法外施設」は 477人となっている。都外の「法
外施設」への入所者は 44％を占めることとなる（表 1 参照）。入所者のうち 65 歳以上が
80％を占めている。要介護者 949 人のうち法内施設へは 297 人、法外施設へは 652 人が
入所しており、法外施設入所者は要介護者の約 70％を占めているという状況である６。 
 以下は、東京都が火災事件後に行った「生活保護受給者の有料老人ホーム等利用実態調査
結果（利用者属性等）」（調査基準日 2009年 1月 1日）である。 
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 施設を利用開始した時期（表 3）は 2007年度以降が多く 2008年度は 420人である。う
ち、法外施設の利用は 2008年度で 327人となり、2007年と比べると法内施設利用は減少
（2007年度 130 人、2008 年度 93人）し、法外施設の利用が大幅に増加している（2007
年度 242人、2008年度 327人）。 
 入所者の要介護度については（表 4）、入所者（1080 人）のうち 949 人（87.9％）が要
介護認定を受けており、法内施設の入所は 297人（入所者 949人の約 31%）、法外施設の
入所は 652人と約 69%を占めている。東京都内の生活保護受給者の多くが要介護状態にな
ると法外施設へ入居しなければならない状況にある。 



























 表 1入所者数                                  （単位：人） 
 
入所者数 法内施設 法外施設 
入所者数計 1080（151） 299（31） 781（120） 
都 内 315（52） 11（2） 304（50） 
都 外 765（99） 288（29） 477（70） 
（都外 765人内訳）茨城県 307人（24）、栃木県 19人（2）、群馬県 96人（14）、埼玉県 104人（18） 




表 2入所者の属性（年齢）                             （単位：人、%） 
項目 合計 割合 65歳未満 割合 65歳以上 割合 
合計 1080 100% 216 20.0% 864 80.0% 
法内施設 299 100% 46 15.4% 253 84.6% 
法外施設 781 100% 170 21.8% 611 78.2% 
出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等利用実態調査」1頁転記。 
 
表 3 施設を利用開始した時期                                                    （単位：人、%） 
項目 計 2005年度以前 2006年度 2007年度 2008年度 
合 計 1080 126 162 372 420 
割 合 100% 11.7% 15.0% 34.4% 38.9% 
法内施設 299 34 42 130 93 
割 合 100% 11.4% 14.0% 43.5% 31.1% 
法外施設 781 92 120 242 327 
割 合 100% 11.8% 15.4% 31.0% 41.9% 
 出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」3頁、一部修正・加筆。 
 
表 4 入所者の要介護度                              （単位：人、%） 
項目 合計 
要支援 要介護 
1 2 1 2 3 4 5 
合 計 949 10 19 150 234 265 188 83 
割 合 100% 1.1% 2.0% 15.8% 24.7% 27.9% 19.8% 8.7% 
法内施設 297 1 2 36 78 87 62 31 
割 合 100% 0.3% 0.7% 12.1% 26.3% 29.3% 20.9% 10.4% 
法外施設 652 9 17 114 156 178 126 52 
割 合 100% 1.4% 2.6% 17.5% 23.9% 27.3% 19.3% 8.0% 
 出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」3頁転記。 
 













合 計 1080 147 133 45 541 214 
割 合 100% 13.6% 12.3% 4.2% 50.1% 19.8% 
法内施設 299 36 42 12 146 63 
割 合 100% 12.0% 14.0% 4.0% 48.8 21.1% 
法外施設 781 111 91 33 395 151 




表 6利用の経緯                                 （単位：人、%） 






合 計 1080 599 287 53 141 
割 合 100% 55.5% 26.6% 4.9% 13.1% 
法内施設 299 166 79 25 29 
割 合 100% 55.5% 26.4% 8.4% 9.7% 
法外施設 781 433 208 28 112 
割 合 100% 55.4 26.6% 3.6% 14.3% 
 出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」4頁転記。 
 







合計 1080 267 655 158 
割合 100% 24.7% 60.6 14.6% 
法内施設 299 62 215 22 
割合 100% 20.7% 71.9 7.4% 
法外施設 781 205 440 136 
割合 100% 26.2% 56.3% 17.4% 
 出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」4頁転記。 
 
 表 8都内有料老人ホーム及び未届け有料老人ホーム等の数 
項目 施設数 備考 




成 21年 5月 15日公表） 
 (1)有料老人ホームに該当 （46） 























217 19 198 5 2 29 48 53 42 19 




75 8 67 4 0 14 19 13 8 9 





142 11 131 1 2 15 29 40 34 10 


















   







墨田区 6,007 124 51 73 2 0 2 122 51 71 
出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」より抜粋・加筆し作成。 
 
























































墨田区 48 14 2 9 32 6 8 5 
出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」より抜粋・加筆し作成。 
 







合計 要支 1 要支 2 要介 1 要介 2 要介 3 要介 4 要介 5 
墨田区 6,007 109 0 6 19 25 25 21 13 
出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」より抜粋・加筆し作成。 
 




合計 要支 1 要支 2 要介 1 要介 2 要介 3 要介 4 要介 5 
墨田区 58 0 5 10 13 11 13 6 
出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」より抜粋・加筆し作成。 
 




合計 要支 1 要支 2 要介 1 要介 2 要介 3 要介 4 要介 5 
墨田区 51 0 1 9 12 14 8 7 
出所：東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査」より抜粋・加筆し作成。 
 
 墨田区の被保険者数は 6,007 人であり、入所者数 124 人、法内施設入所者は 51 人、法
外施設入所者は 73 人である。入所者のうち都内の法内施設入所者はおらず、法外施設入
所者が 2 人である。都外の施設利用者は 122 人で墨田区の生活保護受給者の施設利用者
124人のうち 122人は都外施設を利用している。都外施設利用者のうち法内施設入所者は
61 人、法外施設入所者は 71 人である。墨田区の生活保護受給者の施設入所は都外の施設
に頼らざるを得ない状況である（表 10）。 













 人 備考 
性別  
 
 男性 11 
 女性 4 
  計 15 
年齢  
・ 最高年齢 89歳 
・ 平均年齢 72.5歳 
・ 65歳以上の高齢者 10人 
・ 最小年齢 54歳 
 80歳代 4 
 70歳代 6 
 60歳代 2 
 50歳代 3 
要介護度  
・ 最も多いのが要介護 2 
 要介護 4 1 
 要介護 3 1 
 要介護 2 4 
 要介護 1 1 
 要支援 2 2 
介護保険受給者 8  
出所：筆者が墨田区に情報公開請求を行い回答があった（2009年 10月 7日回答）内容をもとに作成。 
 入居者は男性が 11人、女性が 4人の合計で 15人であった。年齢は 80歳代が 4人、70
歳代が 6 人、60 歳代が 2人、50 歳代が 3 人であり、65歳以上が 10 名入居していた。要
介護度は要介護 4が 1人、要介護 3が 1人、要介護 2が 4人、要介護 1が 1人、要支援が
2人であり、うち介護保険受給者は 8人であった（表 16）。 

































 表 17墨田区火災事件後の「被害を免れた方への対応」 




























 特別区長会として、2009 年 5 月 1 日に東京都知事、同年 5 月 8 日には厚生労働大臣に
対して「在宅介護の困難な低所得者向け福祉施設の充実に関する緊急要望」を行い、同年























































































    また、老人福祉法の帳簿の作成及び保存、情報の開示並びに前払金の保全措置の規定を遵守する
とともに、入居者等に対し、サービス内容等の情報を開示するなどにより施設運営について、理解
を得るように努め、入居者等の信頼を確保することが求められること。 
 (2) 本指針を満たすだけでなく、より高い水準の施設運営に向けて努力することが期待されること。 








 (5) 建築確認後速やかに都道府県知事の届出を行うこと。 








事業を行う施設。（法第 29条第 1項） 












福法 29条 1項）。 
 都道府県知事の立ち入り検査・改善命令の権限（老福法 29条 9項～12項） 
職員の配置等  

















































28号 第 20条の 3）。 
※2さらに、介護サービスを提供する有料老人ホームの場合は、役員等の中に高齢者の介護について知識、
経験を有する者を参画させるなど介護サービスが適切に提供される運営体制が確保されていること。 









第 28号 第 20条の 5） 































年 施設数 定員数 
1989 155 15,742 
1990 209 19,229 
1991 228 21,825 
1992 244 24,276 
1993 261 26,120 
1994 265 26,776 
1995 275 27,750 
1996 280 29,222 
1997 286 30,148 
1998 288 30,792 
1999 303 34,024 
2000 349 36,855 
2001 400 41,582 
2002 494 46,121 
2003 662 55,448 
2004 980 72,666 
2005 1418 95,454 
2006 2104 124,610 
2007 2846 155,612 
2008 3569 183,295 
2009 4373 208,827 
2010 5232 235,526 
2011 6244 271,286 
2012 7563 315,678 































 厚生労働省は 2003年 7月、「無料低額宿泊所の適切な設備及び運営等に関する指針」を







事業（社福法 2条 3項） 
事業主体  経営の主体については制限を設けず（社福法 69条）。 
届出、指導・監督権限  事業を開始したときは、事業開始の日から一月以内に、事業経営地の都道府













 1 つの居室は、原則として 2 人以上に利用させないこと。ただし、狭い地域
にホームレスが集中している地域等の実状により、これにより難い場合は、
共有部分を除き 1人当たり 3.3㎡以上確保すること。 
 生活相談等により利用者の自立支援に努めること。 
 定員に見合った浴室、洗面所、トイレの確保。 
 施設設置について近隣住民の理解を得るように努めること。 など 
施設長・職員  施設長を配置すること。 
 施設長の要件 
：ア）社福法 19条の各号※2のいずれかに該当する者 










 無料低額宿泊所等において、1 つの居室を 2 人以上で使用する場合には、地
域の実状に応じ、住宅扶助の上限額を使用する世帯数で除した学とする等適
切なものとすること（厚生労働省社会・援護局長通知「生活保護法による住




























2009年 6月末時点で、無料低額宿泊所は全国で 439施設あり（表 21）、1万 4089人が
入所し（表 23）、うち 1 万 2894 人が生活保護受給者である（表 27）。無料低額宿泊施設
が存在する届出自治体は東京都が最も多く全体の 4割を占めている。次いで神奈川県、横
浜市で多くなっている（表 22）。運営法人別では NPO 法人が運営するものが最も多く、
全体の 8割を占めている（表 25）。 
届出自治体別の入所者数は、東京都が最も多く、次いで横浜市、埼玉県、千葉県、千葉
市、川崎市が多く、これら上位の自治体が全体の約 7 割を占めている（表 24）。届出自治
体別の被保護者の入所者数は、東京都が最も多く、次いで埼玉県、千葉県、千葉市が多い
状況である（表 27）。 
年齢については、40 歳以上 65 歳未満が最も多く、次いで 65 歳以上であり、40 歳未満




（2006年 6月末日現在～2009 年 6 月末日現在の 4 か年推移） 
 2006年 6月現在 2007年 6月現在 2008年 6月現在 2009年 6月現在 
増減 
（08→09年） 
合計 388 398 415 439 24 
出所：厚生労働省社会・援護局保護課「社会福祉法第 2条第 3項に規定する無料低額宿泊事業を行う施設
の状況に関する調査の結果について」（平成 21年 10月 20日）より作成。 
 














1 東京都 167 167 169 170 1 
2 神奈川県 29 27 35 36 1 
3 横浜市 31 33 33 34 1 
4 千葉県 23 24 25 29 4 
5 川崎市 23 24 23 23 0 
都道府県指定都市中核市
の合計 




（2006年 6月末日現在～2009 年 6 月末日現在の 4 か年推移） 
 2006年 6月現在 2007年 6月現在 2008年 6月現在 2009年 6月現在 
増減 
（08→09年） 



















1 東京都 4,228 4,180 4,367 4,684 317 
2 横浜市 1,176 1,262 1,267 1,278 11 
3 埼玉県 968 1,017 1,048 1,221 173 
4 千葉県 916 962 999 1,179 180 
5 千葉市 833 967 910 969 59 
6 川崎市 807 801 794 823 29 
都道府県指定都市中核市の
合計 














































（15,247） 14,089 12,894 1,100 850 8,749 8,132 4,228 3,995 12 
 東京都
（5,316） 
4,684 4,303 545 352 2,569 2,428 1,600 1,523 0 
埼玉県 
（1,234） 
1,221 1,205 50 49 758 750 413 406 0 
横浜市 
（1,308） 
1,278 1,155 91 100 849 823 290 280 0 
千葉県
（1,279） 
1,179 1,012 46 39 699 580 434 405 0 
千葉市 
（1,000） 










総入所者数 14,098 239 136 






りである。当該調査は、2009 年 1 月 1 日時点で把握している社会福祉各法に法的位置づ
けのない施設を利用する生活保護受給者の人員と施設の状況を確認している。 
 法的位置付けのない施設を利用している生活保護受給者は 12,587 人である。保護の実
施責任のある都道府県別の入所者数としては、大阪府が最も多く、次いで北海道、愛知県、
千葉県、沖縄県、東京都が多い状況である。県外の施設を利用している被保護者は東京都













 県内 県外 
合計 12,587 12,015 572 
1 大阪府 2,529 2,529 0 
2 北海道 1,529 1,529 0 
3 愛知県 1,206 1,206 0 
4 千葉県 985 975 10 
5 沖縄 932 932 0 





























全国合計 12,587 4,406 2,465 1,716 458 213 3,329 
参考 
東京都 




























全国 1,437 582 243 127 41 39 405 
1 北海道 211 81 17 8 2 1 102 
2 大阪府 166 80 46 12 0 0 28 
3 沖縄県 108 89 10 1 1 0 7 
参
考 




































表 32 NPO法人認証・認定数の推移 
年度 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 
認証法人数 23 1,724 3,800 6,596 10,664 16,160 21,280 
認定法人数 ‐ ‐ ‐ 3 12 22 30 
年度 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 
認証法人数 26,394 31,115 34,369 37,192 39,732 42,386 45,140 
認定法人数 40 58 80 93 127 198 244 
年度 2012年 2013年 7月末日現在 
 認証法人数 47,548 47,973 
認定法人数 407 492 






下、「NPO 法」）によって設立された法人である。NPO 法は民法 34 条の「公益法人」の
特別法として 1998 年に「大きな社会変動の時期にあって、非営利活動団体の法人格取得
を容易にするという各界からの要望や機運によって、議員立法」で成立し３１、同年 12 月
1 日に施行されている。2008 年には、公益法人制度改革三法が成立し、民法 34 条が改正
され、準用していた規定を NPO法に直接規定する改正が行われている。 





してはならず（NPO法 3条）、さらに「公共性」の要件が課せられている（NPO法 1条）。 
 NPO法人を設立する場合は、NPO法人を設立しようとする者が申請書を所轄庁に提出
して設立の「認証」を受けなければならない（NPO 法 10 条）。旧民法は公益法人を設立
する場合は、「営利を目的としないものは、主務官庁の「許可」を得て、法人とすることが









  NPO 法人は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、営利を目的としない法
人である（NPO 法 2 条 2 項一号）。「特定非営利活動」とは、不特定かつ多数のものの利
益の増進に寄与することを目的とし（NPO法 2条 1項）、保健、医療又は福祉の増進を図
る活動、社会教育の推進を図る活動など 20の活動が NPO法人の「認証」対象活動となっ
ている（NPO法 2条別表）。  

















る」（元入居男性は入院中であったことから、2011 年 9 月 27 日に「所在地尋問」が行わ
れ、その内容を検察側が読み上げた）といったことが述べられた。元入居者のこの言葉が、
現在の日本の社会保障の実態を物語っているのではなかろうか。 





















④ 起訴状の注意義務違反と入居者 9名の死亡の結果との間に因果関係はない。 
 
②裁判から見えてきた「静養ホームたまゆら」の実態 
 火災発生当時は、16名の入居者がおり、職員は理事長 1名、施設長 1名、「介助」職員
4名（うち 3名が夜間専門）、調理員 1名、事務職員 1名の体制であった。入居者 16名の

















表 33検察側から述べられた NPO法人彩経会・「静養ホームたまゆら」の経緯 
 西暦 経緯 
昭和 63年 1988 元理事長が障害者の授産施設を開設 









平成 11年 1999 10 月 4 日付「痴呆性老人」のグループホームなどを行うということで県から
NPO法人の認証を受ける。 
12月「通所型保養施設」を開設（平成 14年停止） 
平成 14年 2002 入居者の受け入れを始める。「生活保護受給者の受け入れ先がない」と知人か
ら聞き、生活保護受給者の受け入れを始める。「生活保護受給者は確実に収入
を得ることができることから」（検察側）。 
平成 15年 2003 東京都墨田区等へ「売り込み」に行く。 
2月ごろから「入居型介護施設たまゆら」へ「紹介」を受け入居させる。 
平成 16年 2004 この時点で「たまゆら」9 室あり。加えて、隣接する「ケアセンターA」を始
める。 
配管工事を行った業者から「避難訓練」を行う必要性を指摘される。 
平成 17年 2005 11月ごろ、関連業者の B氏が関与し始める。 








平成 19年 2007 「このころ有料老人ホームに該当すると認識していたのではないか」（検察側） 
敷布団がタバコで燃えた。 






















 2011年 12月 1日第 8回公判では、群馬県の職員が証人として出廷し「たまゆらは有料





第 4節 小括‐法外施設火災事件の構造的問題の把握‐ 
 2013年 5月 31日、厚生労働省は「有料老人ホームを対象とした指導状況等のフォロー
アップ調査（第 4 回）」の結果を発表している。2012 年 10 月 31 日時点で全国の「未届」
の有料老人ホームの数は 403件と、第 3回目の調査から 144件増加し、届出手続きが進ん
でない状況（未届率 4.9%）であることが明らかとなっている（表 34）。 
 










①有料老人ホーム 5,253件 5,966件 6,985件 8,266件 
 
②届出施設数 4,864件 5,718件 6,726件 7,863件 
③未届施設数 389件 248件 259件 403件 
④届出率（②／①） 92.6% 95.8% 96.3% 95.1% 
⑤未届率（③／①） 7.4% 4.2% 3.7% 4.9% 
出所：厚生労働省老健局高齢者支援課「有料老人ホームを対象とした指導状況等のフォローアップ調査（第
4回）」結果（2013年 5月 31日発表）をもとに作成。 
 
 また、2012年 11月 1日現在、東京都内の生活保護を受けながら施設を利用している者
3,427 人のうち都外の施設に入居している者は 2,464 人に上り、うち 450人は「その他」
である「法に基づく届出等を行っていないもの、法的位置付けのないもの」といった法外
施設、未届施設に入居していることも明らかとなっている（表 35）３８。  
 
表  35  東京都内生活保護受給者の有料老人ホーム等の入所者数（ 2012/11/01 現在）            
（単位：人） 
 入所者数計 有料老人ホーム サービス付き高齢
者向け住宅 
その他※1 
入所者数計 3,427（439） 1,493（155） 725（81） 1,209（203） 
都内 963（140） 62（11） 142（13） 759（116） 
都外 2,464（299） 1,431（144） 583（68） 450（87） 
（都外 2,464人内訳）茨城県 850（52） 群馬県 529（67） 埼玉県 343（60）  千葉県 302（45） 
神奈川県 164（39） 静岡県 152（17） 栃木県 84（8） 山梨県 15（3） 





年 11月 1日）」より作成。 
 
 以上のように、法外施設はなくなるどころか増加しており、東京都生活保護受給者の都
外施設への入居は 2009 年の 765 人から 2,464 人へ、法外施設への入居は 2009 年の 781
人から、1,209人へと大幅に増加している。 
 東京都は、2009年にプロジェクトチームを設置し、低所得者・未届施設の利用者の受け
皿として「都型ケアハウス」（現在は「都市型軽費老人ホーム」）を 2010 年度から 2012
年度までの 3 年間で 240 か所、2,400 人分を確保することを決めた３９。しかし、「整備計
画が終了する半年前の 2012年 10月時点で開設したのは 13施設の 211人分、計画段階を





















































 2013年 1月 18日、前橋地方裁判所 











16 室）があった。「たまゆら」では 2006 年 10 月頃から 65 歳以上の介護を要する高齢者
等 10 名前後を有料で入居させて、食事及び入浴の提供並びに必要に応じてそれらの介助
や排せつの介助を行っていた。 
 2009年 3月 19日当時、「たまゆら」では、各個室に合計 16名が入居していた。その中








































 「たまゆら」全体の入居者は 2006年に 20 名となり、2008 年には 30名前後であった。
火災当時は 22 名であり、「たまゆら」本館には 16 名、「たまゆら」東館には 6 名（当時
54歳から 79歳）が入居していた。「たまゆら」本館の入居者のうち、介護保険法上の要介
護認定を受けていた要介護者は 10名、要支援者は 2名であった。 
 「たまゆら」は、入居者に対し、食事、入浴の提供及びその介助、排せつ介助、衣類の
洗濯、病院の送迎等のサービスを提供し、施設利用費（住居費、管理費、食費）として月
額 8 万 5 千円から約 10 万円を徴収していた。元施設長は、入居者に対する配膳、洗濯、
おむつ交換等の業務を行い、「彩経会」の理事でもあった。理事ではない職員として、調理
担当 1人、事務職員 1人、夜間当直職員 3人がいた。夜間当直職員のうち 1人は一人で月
に 10日間、他 2人は二人一緒に月に 20日間、それぞれ当直勤務を行っていた。介護保険
が適用される入居者に対しては、訪問介護事業者からヘルパーが派遣されて介護業務を行
っていた。 
 弁護人は、「たまゆら」は老人福祉法上 29条 1項の有料老人ホームに該当しないと主張














































                                                   
１ 東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等利用実態調査結果（平成 21年 1月
調査基準日）」（2009年 6月 5日発表）。
http://www.metro.tokyo.jp/INET/CHOUSA/2009/06/60j65200.htm（最終閲覧 2013年 11月 6
日） 
２ 『上毛新聞』2010年 2月 11日付。 
３ 民医連「いつでも元気 MIN-IREN」（2009年 7月号、No.213）（(株)保健医療研究所）32-34
頁参照。 
４ 特養の整備率は 1.04%（65歳以上の人口当たり）。民医連・前掲書（注 3）34頁。 





８ 当該火災事件について墨田区に情報公開請求を行った。2009年 10月 7日に得た回答の内容
である。 
９ 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和 38年 4月 1日社発第 246号「第 12訪
問調査」）。 
１０ 墨田区情報公開請求の回答・前掲（注 8）に同じ。 
１１ 厚生省社会局老人福祉課監修『老人福祉 10年の歩み』（財団法人老人福祉研究会、1974
年）60-61頁参照。1951年、最初の有料老人ホームが東京都内に設置され、1961年には全国
で 26か所に達していた。設置主体は、公立 1（神奈川県）、社会福祉法人立 6、宗教法人立 2、
















                                                                                                                                                     
茶の水書房、2008年）216‐217頁参照。 
１４ 「有料老人ホーム設置運営標準指針について（平成 14年 7月 18日、老発第 0718003号）」 
１５ 「有料老人ホームの設置運営指導指針について」（昭和 49年 11月 5日 社老第 90号 厚
生省社会局長通知）。厚生省社会局老人福祉課編集『老人福祉法の解説』（中央法規出版、1984
年）260-261頁。 





























２２ 厚生労働省社会・援護局・前掲書（注 21）3頁。 
２３ 厚生労働省社会・援護局長「社会福祉法第 2条第 3項に規定する生活困窮所（ママ）のた
めに無料又は低額な料金で宿泊所を利用させる事業を行う施設の設備及び運営について」（社援
発第 0731008号、平成 15年 7月 31日）。 
２４ 厚生労働省社会・援護局保護課「社会福祉法第 2条第 3項に規定する無料低額宿泊事業を
行う施設の状況に関する調査の結果について」（平成 21年 10月 20日）。 
２５ 厚生労働省社会・援護局保護課「社会福祉各法に法的位置付けのない施設に関する調査結










                                                                                                                                                     
で宿泊所を利用させる事業を行う施設に関する留意事項について」（社援発 1020第 1号、平成
21年 10月 20日）。 






税務 増補 7版』（税務経理協会、2008年）5頁。 
３３ NPO 法 12条は「所轄庁は、第十条第 1項の認証の申請が次の各号に適合すると認められ
るときは、その設立を認証しなければならない。」としている。 
３４ 山本・雨宮・新川・前掲書（注 31）42-43頁参照。 





事件後の 2010年 3月 18日に群馬県から NPO 法人の「認証」を取り消されている。 
３６ 上毛新聞 2011年 9月 23日付。 
３７ 上毛新聞 2011年 12月 2日付。 
３８ 東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等の利用実態調査結果（調査基準日
平成 24年 11月 1日）」
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/seikatsu/shisetsu/tyousakekka/241101.html（2013




４０ 朝日新聞 2013年 1月 6日付。 
４１ 整備期間は 2013年 1月 18日に策定した「『2020年の東京』へのアクションプログラム 2013」
において、2010年度から 2016年度までの 6年間に延長をしている（事業費約 45億円）。少子
高齢時代にふさわしい新たな「すまい」実現プロジェクトチーム・前掲書（注 39）26頁参照。 































































































































に関する基準を満たすことができなくなったとき（介保法 77条 3号.・4号、78条の 10の
4 号・5 号、92 条 2 号・3 号）、人員、設備及び運営に関する基準にしたがって適切なサー
ビス事業の運営ができなくなったとき、②利用者の人格を尊重した対応すべき「忠実義務」
（介保法 74条 6項、第 78 条の 4第 8 項等）違反、③費用の不正受給、③知事または市町
村長による指導・監督等に対する妨害等、取消要件に該当するなど一定の理由があれば、
指定の取消しまたは期間を定めてその指定の「全部または一部の効力停止処分」をするこ
とができる（介保法 77条、78条の 10、84条、92条等）。 





























その他の事項については基準省令を参酌し定めることとなっている（介保法 78条の 4第 3
項）。また、市町村は、基準省令で定める範囲内であれば、従事者の基準および設備および
運営に関する基準を定めることもできる（介保法 78 条の 4 第 5 項）。なお、これらの基準
を市町村の条例で定める場合、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他
の関係者の意見を反映させ、および学識経験者の知見の活用を図るための措置を講じなけ













低基準を常に向上させるよう努めるものとする」（児福施設基準 3 条 2 項）、施設側は「最
低基準を超えて、常にその設備及び運営を向上させなければならない」（児福施設基準 3条
1項）、「最低基準を超えて設備を有し、又は運営している児童福祉施設については、最低基




定に基づき、「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 11年 3月 31日厚生
省令 46号）」（以下、特養基準）が定められている。特養基準には、先の児福施設基準にあ



































































































































































れる「人員配置」基準については、訪問介護事業所ごとに「介護福祉士又は法第 8 条第 2
項に規定する政令で定める者」を「常勤換算方法で 2.5 以上」とされている（基準省令 5




















月「介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律（平成 20 年法律第 42 号）」により、
不正の再発防止のために以下の法改正が行われた。①事業者に対し法令遵守の義務の履行
が確保されるよう、業務管理体制の整備・届出の義務付け（介保法 115条の 32）、②国、都
道府県、市町村の事業者への立入調査権の創設（介保法 115 条の 32 関係）、業務管理体制
に問題がある場合は、国、都道府県、市町村による事業者に対する是正勧告・命令権を創




義務付け（介保法 74 条 5 項）・行政が必要に応じて事業者の実施する措置に対する支援を



















定の効力の全部または一部停止等の処分が行われている。2000 年度から 2011 年度までの
指定取消処分のあった施設・事業所数は合計で 990事業所に上る（図 1）。 
図 1 指定取消処分のあった介護保険施設・事業所内訳【年度別】（2000～2011年度） 
 
    年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
請求事業所数 ― 94,966 106,843 115,633 130,005 142,719 173,423 231,048 239,502 244,657 255,460 267,788 
※請求事業所数は、「介護給付費実態調査報告」の各年 5月審査分 














































も多く、全体の件数の約 4分の 3を占めている（図 2）。 
 
図 3指定取消等処分のあった介護保険施設・事業所内訳【サービス別】（2000～2011 年度） 
 





















































 サービス種類ごとでは、訪問介護事業所が 406 件と最も多く、次に居宅介護支援事業所
が 198件、通所介護事業所が 117件となっている（図 3）。 
 2011 年度の指定取消状況の取消事由については、「介護給付費の請求に関して不正」が
44件と最も多く、「帳簿書類の提出命令等に従わず、又は虚偽の報告をした」、「不正の手段
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出所：厚生労働省老健局「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（平成 25年 3月 11日）」（2013
年）40頁を一部修正。 
 













































本件申請に関して原告につき介護保険法 78条の 2第 4項 3号に該当する事由があるのか否
か（争点 1）、本件処分が信義則に違反するものであるか否か等（争点 2）であった。介護
保険法第 78条の 2第 4項は「次の各号のいずれかに該当するときは第 42条の 2第 1項本
文の指定をしてはならない」とし、介護保険法 78 条の 2 第 4 項 3 号は「申請者が、第 78




 本稿では、本件申請に関して原告につき介護保険法 78条の 2第 4項 3号に該当する事由
があるのか否か（争点 1）を検討しておく。 
 
② 原告株式会社 Xの事業計画 
1) 営業日および営業時間は、サービス提供時間は午後 10 時か～翌午前 6 時とされ、窓口受付時間は
月曜日から金曜日まで（年末年始、ゴールデンウィーク、お盆および研修日を除く）の午後 5時～
午後 6時。 
2) 平成 22 年 12 月における本件事業所の勤務形態については、H は月～木の午後 5 時～午後 6 時は
管理者として、午後 6時から午後 7時には面接相談員としてそれぞれ勤務する。 
午後 10時～午前 6時までの従業員の勤務の体制および勤務形態 




3) X の夜間対応型訪問介護事業計画では、利用者の推定数 10 人（世田谷区以外の予定利用者は 0
人） 
4) Xの収支計算書では黒字になると推計 
 利用見込者数（平成 22年 12月）1人、それ以降は 1月ごとに 1人ずつ増加、平成 23年 9月
以降は 10人になる 
 利用者 1人当たりの月平均利用額を 10万円  




1) 平成 22 年 4 月～同年 11 月の利用者 1 人当たりの月平均利用額は、1 万 2765 円～1 万 4931 円の
間を推移 
2) 1 人当たりの月平均利用額は、平成 18 年度 1 万 7955 円、平成 19 年度 1 万 7516 円、平成 20 年
度が 1万 7111円、平成 21年度が 1万 6096円 
3) 平成 21年 4月発行の「第 4期 世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」において、夜
間対応型訪問介護に係る 1年間の給付及び事業量（利用者数）の総計は、平成 22年度がそれぞれ
7569万 5341円および 4682人、平成 23年度がそれぞれ 7749万円 4693円および 4790人と見込
まれている。 
4) 世田谷区における夜間対応型訪問介護の利用状況に照らすと、 
   平成 22年度が、（7567万 5341円×1／12）÷（4682人×1／12）＝約 1万 6169円 
   平成 23年度が、（7749万 4693円×1／12）÷（4790人×1／12）＝約 1万 6185円 
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   Xのいう利用者 1人当たりの月平均利用額 10万円を見込むことのできる根拠が見当たらない。 
 
④ 裁判所の判断 
1. 本件申請に関して原告につき法 78条の 2第 4項 3号に該当する事由があるか否か（争点 1） 










(2) 原告に法 78条の 2第 4項 3号に該当する事由があるか否かについて 






i. 世田谷区における利用状況を前提とした場合、示されている利用者 10 人でひと月当た
りの収入見込み額は多く見積もって 18 万円程度にしかならず、収支報告書に示されて
いる 1月の人件費 20万円の額には満たない。 









i. 本件事業所における勤務体制は、訪問介護員 2名のうちいずれか 1名のみが勤務する者
とされている月曜日～木曜日の間は、「交通事情、訪問頻度等を勘案し、利用者に適切に
定期巡回サービスを提供する」（基準省令 6 条 1 項 2 号）と同時に「指定夜間対応型訪
問介護を提供する時間帯を通じて専ら利用者からの通報を受け付ける業務に当たる」（同





















 本判決は、介護保険法の目的（介保法 1条、2条 4 項）、地域密着型サービスの特質等か
ら、地域密着型サービス事業者について「適切な事業を運営することができる」（介保法 78































































































                                                                                                                                                     
３ 木村忠二郎『社会福祉事業法の解説』（時事通信社、1951年）26頁。 
４ 小川政亮『社会事業法制 第 4版』（ミネルヴァ書房、1992年）101-111頁参照。 














１２ 加藤他・前掲書（注 10）160頁。 
１３ 遠藤・神田・前掲書（注 11）1802頁参照。 
１４ 橋本宏子「介護サービスの供給体制」佐藤進・河野正輝『介護保険法-法案に対する新たな
提案-』（法律文化社、1997年）124頁。 
１５ 遠藤・神田・前掲書（注 11）1802頁参照。 












１９ 厚生労働省老健局「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料」（2013年 3月 11日）
21頁参照。 
２０ 「介護保険施設等実地指導マニュアル」4頁。 
２１ 第 78条の 10各号、第 84条各号、第 92条 1項各号、第 104条 1項各号、第 114条 1項各
号、第 115条の 9第 1項各号、第 115条の 19各号および 115条の 29各号のいずれかに該当す
る場合。 






行われた。介護保険法 70条 2項「都道府県は次の各号のいずれかに該当するときは第 40条 1





                                                                                                                                                     
２５ 「株式会社コムスンの不正行為への対応等について」（老総発第 0606001号、老計発第
0606001号、老振発第 0606001号、老老発第 0606001号、平成 19年 6月 6日）。 
２６ (株)ジャパンケアサービスはサービス提供責任者不在（2007年 3月 23日付）、ニチイ学館
は管理者専従義務違反、訪問介護計画未作成（2006 年 12月 27日付）が確認され、東京都から
改善勧告・文書指導といった行政処分が行われている。 








３０ 平成 20年 7月 4日、老総発第 0704001号、老計発第 0704002 号、老振発第 0704001 号、
老老発第 0704002号。 







３３ ①高松高裁平成 19年 11月 29日処分取消等請求控訴事件（高知地裁平成 18年判決の控訴
審、控訴棄却。グループホームの一部不指定）。②福井地方裁判所平成 20年 12月 24日不指定
処分取消請求事件（小規模多機能型居宅サービス事業者として指定しない旨の処分が違法とされ
た事例）（名古屋高裁金沢支部平成 21年 7月 15日控訴審、控訴棄却）。③東京地裁平成 22年 9
月 10日指定居宅サービス事業者指定取消処分取消等請求事件（運営基準違反および介護報酬の
不正請求を理由として都知事がした介護保険法に基づく指定居宅サービス事業者等の指定を取
り消す旨の処分の取消請求が棄却された事例）（東京高裁平成 23年 6月 16日控訴審、控訴棄却）。









令第 4章「運営に関する基準」第 4条の 2「指定介護老人福祉施設は、正当な理由がなく指定介
護老人福祉施設のサービスの提供を拒んではならない」と「提供拒否の禁止」が規定されている。 
３６ 大沢・前掲書（注 9）613頁。 





















第 6 章 わが国における「介護保障」への課題―高齢者介護施設に対する規制
と安全基準を中心に― 
 













































































































































































５ 総務省「統計からみた我が国の高齢者（65歳以上）-「敬老の日」にちなんで-（平成 25年 9
月 15日）」（2013年）3頁。 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































加藤智章・菊池馨実・倉田聡・前田雅子『社会保障法 第 4版』（有斐閣、2009年） 
















厚生省編『昭和 61 年版 厚生白書 未知への挑戦-明るい長寿社会をめざして』（厚生統計
協会、1987年） 

















財団法人全日本社会教育連合会『社会教育』（第 41巻第 8号）（1986年） 
齋藤力男・田中善幸編著『NPO法人のすべて 特定非営利活動法人の設立・運営・会計・
税務 増補 7版』（税務経理協会、2008年） 
佐藤進・河野正輝『介護保険法-法案に対する新たな提案-』（法律文化社、1997年） 
佐藤進・河野正輝『新現代社会福祉法入門』（法律文化社、2000年） 


































































































『読売新聞』2007年 1月 7日付 
『朝日新聞』2007年 1月 7日付 
『朝日新聞』2007年 1月 9日付 
『長崎新聞』2007年 1月 9日付 
『上毛新聞』2010年 1月 16日付 
『上毛新聞』2010年 2月 11日付 
『上毛新聞』2011年 9月 23日付 
『上毛新聞』2011年 12月 2日付 




東京都福祉保健局「生活保護受給者の有料老人ホーム等利用実態調査結果」（平成 21 年 1
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